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P1 １．１（１） 整備管理者制度の目的

自動車の点検・整備は車両法第４７条により使用
者に義務が課せられているが・・・・・・・

車両構造
が特殊

専門的知識をもったエキスパートが使用者
に代わって、車両の点検・整備等の保守管
理を行うことにより、安全を確保する。

整備管理者

車両数多い
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P1 １．１（２） 整備管理者の選任を必要とする使用者

H１５．３．３１以前選任が必要な台数自動車の種類事業の種類

１両１両
バス

（乗車定員１１人以上）
事業用

５両５両
トラック・ハイタク

（乗車定員１０人以下）

１両
乗車定員３０人以上 １両
乗車定員２９人以下 ２両

バス
（乗車定員１１人以上）

自家用
５両５両

大型トラック等
（車両総重量８ｔ以上）

１０両なしその他

１両１両
バス

（乗車定員１１人以上）レンタカー

軽貨物
運送事業

５両５両
大型トラック等

（車両総重量８ｔ以上）

１０両１０両その他 3

P2  １．２ 整備管理者の業務と役割 １．３ 整備管理規程

○日常点検に関する事項
（１）実施の方法を定めること
（２）結果に基づく運行の可否

を決定すること
（７）記録簿を管理すること

○定期点検等に関する事項
（３）定期点検を実施すること
（４）随時必要な点検を実施すること
（６）定期点検計画を定めること
（７）記録簿を管理すること

○整備に関する事項
（５）各点検に基づき、必要な

整備を実施すること
（６）整備計画を定めること
（７）記録簿を管理すること

○車庫に関する事項
（８）自動車車庫を管理

すること

（９）運転者、整備員を指導し、
又は監督すること

整備管理規程に基づき業務を行うこと 4



P３ １．４ 整備管理者の補助者

①補助者は日常点検に係る業務のみ執行できる。

②補助者は一定の要件を有してなければならず、整備

管理者は補助者に対して教育を実施しなければなら

ない。

③補助者に業務を執行させるにあたっては、社内規定

（整備管理規程）を整理する必要がある。 etc

注意事項等
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◆管理する車両が多いなど、整備管理者のみでの整備

管理が困難な場合には、補助者を選任できる。

（補助者は、整備管理者の資格要件を満足する者、又は、整備管理者が

研修等を実施して十分な教育を行った者から選任する。）

P3 １．５ 整備管理者の兼職及び外部委託
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• 整備管理者は整備管理という専門的な業務
を担うことから、一定の資格要件が必要。

＜資格要件＞

次のいずれかの要件を満たしていること

１．２年以上の実務経験を有し、選任前研修を
修了した者

２．自動車整備士の国家資格を有する者

P5 １．６ 選任の届出
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P5 １．６ 選任の届出

届出書への記載事項（車両法施行規則第３３条）

①届出者の氏名又は名称及び住所

②自動車運送事業者であるかどうか

③使用の本拠の名称及び位置

④第３１条の３に掲げる自動車の数

⑤整備管理者の氏名及び生年月日

⑥資格要件

⑦兼職の有無
※変更・廃止の届出は施行規則第７０条
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P5 １．６ 選任の届出

9

P5 １．８ 整備管理者の解任命令
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【整備管理者の責任・解任命令】

• 整備管理者は、自動車の使用者から、「自動車の点検・整備、及び自動車車
庫の管理」に関する事項処理に必要な権限が付与されている

• 職務を怠り、自動車の点検整備に起因する事故が発生した場合は、使用者が
責任を負う

• 整備管理者が法令違反したときは、使用者に対し整備管理者の解任を命ずる
ことができる

以下の場合、整備管理者の解任命令となりうる。

1. 整備不良による事故で、当該自動車の定期点検整備等が適切に行われていなかった場合
2. 整備不良による事故で、整備管理者が整備管理規程に基づく業務を適切に行っていなかった場合
3. 大型車のホイールボルト折損等による車輪脱落事故が発生した場合であって、過去３年以内に同事故

が発生していた場合
4. 整備管理者が自ら不正改造を行ったり、不正改造の実施・使用を指示・容認した場合

5. 選任届の内容に虚偽があり、資格要件を満たしていなかった場合又は選任後に資格を満たさなくなっ
た場合

6. 整備管理者としての職務の遂行が著しく不適切な場合

※解任された場合、解任された日から２年間（バスの場合は５年間）は、整備管理者に
選任することはできない。



P5、P8～12 １．８ 整備管理者の解任命令 ３．処分基準について
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【整備管理者解任命令の対象に車輪脱落事故を追加（通達抜粋）】
大型車のホイールボルト折損等による車輪脱落事故が発生した場合であって、 過去３年

以内に同事故が発生していた場合（自動車運送事業者にあっては、行政処分等の基準に
おける、「ホイールボルトの折損、ホイールナットの脱落またはそれらに類する事象に起因
する車輪脱落事故が発生したもの」の再違反の適用を受ける場合とし、自動車運送事業
者以外にあっては、同処分基準を適用する場合と同等と認められる場合とする。）

自動車運送事業者及び整備管理者に対する行政処分の強化
車両総重量８トン以上または乗車定員３０人以上の自動車で、ホイールボルトの
折損・ホイールナットの脱落などに起因する車輪脱落事故を発生させた場合は行
政処分の対象。３年以内に同様の違反を起こすと、整備管理者の解任命令も発
令される。
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P７ １．９ 整備管理者選任後の研修

旅客自動車運送事業運輸規則 第46条
貨物自動車運送事業輸送安全規則 第３条の４

最後に当該研修を
受けた日の属する
年度の翌年度の末
日を経過した者

（追加）
新たに選任した者

当該年度に受講
（変更なし）
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選任された年度
又は

その翌年度
までに受講運輸支局のホームページ等を

確認して受講申込みを行う

整備管理者選任後研修の受講対象者等 Ｈ３０．１０～

○運輸支局長の研修通知を廃止 ○研修受講対象者の変更

会
報

ＨＰ等を確認する

研修の
受講申込み



整備管理者制度に係る主な法体系整備管理者制度に係る主な法体系

P７ ２．１ 点検・整備の義務、目的及び法体系等
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P８ ２．２ 点検・整備の内容及び項目
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【日常点検の項目】

事業用自動車の日常点検の項目は、自動車点検基準の別表第１に記載されている。

点検内容点検箇所

１ ブレーキ・ペダルの踏みしろが適当で、ブレーキの効きが十分であること。
２ ブレーキの液量が適当であること。
３ 空気圧力の上がり具合が不良でないこと。
４ ブレーキ・ペダルを踏み込んで放した場合にブレーキ・バルブからの排気音が正常であること。
５ 駐車ブレーキ・レバーの引きしろが適当であること。

ブレーキ

１ タイヤの空気圧が適当であること。
２ 亀裂及び損傷がないこと。
３ 異状な摩耗がないこと。
（＊１）４ 溝の深さが十分であること。
（＊２）５ ディスク・ホイールの取付状態が不良でないこと。

タイヤ

（＊１） 液量が適当であること。バッテリ

（＊１）１ 冷却水の量が適当であること。
（＊１）２ ファン・ベルトの張り具合が適当であり、かつ、ファン・ベルトに損傷がないこと。
（＊１）３ エンジン・オイルの量が適当であること。
（＊１）４ 原動機のかかり具合が不良でなく、かつ、異音がないこと。
（＊１）５ 低速及び加速の状態が適当であること。

原動機

点灯又は点滅具合が不良でなく、かつ、汚れ及び損傷がないこと。灯火装置及び方向指示器

（＊１）１ ウインド・ウォッシャの液量が適当であり、かつ、噴射状態が不良でないこと。
（＊１）２ ワイパーの払拭状態が不良でないこと。

ウインド・ウォッシャ及びワイパー

エア・タンクに凝水がないこと。エア・タンク

当該箇所に異状がないこと。運行において異状が認められた箇所

（＊１）の点検は、当該自動車の走行距離、運行時の状態等から判断した適切な時期に行うことで足りる。

（＊２）の点検は、車両総重量８トン以上又は乗車定員３０人以上の自動車に限る。



P８ ２．２ 点検・整備の内容及び項目
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【点検整備記録簿】

• 点検整備記録簿は、自動車に備え置く必要があり、１年間保存しておかなければならない

• 適切な点検を継続するためにも、適切に記録・保存し、必要に応じて見返す等の管理が重要

定期点検の記録は、実施してから１年間は、自動車に保存しておかなければならない。
また、適切に整備管理を実施するため、点検整備記録簿及び車検証の写し等を、営業所
に備え置き活用することが望ましい。

点検整備記録簿には、以下の内容を記載しなければならない。

– 自動車登録番号（軽自動車等にあっては車両番号、その他の自動車にあっては車台番号）

– 点検の年月日

– 点検の結果

– 整備の概要

– 整備を完了した年月日

– 点検又は特定整備時の総走行距離

– 点検又は整備を実施した者の氏名又は名称及び住所

※「定期点検整備計画」を作成し、車番ごとに定期点検の予定と実績を管理しておくこ
とが推奨される。

P８ ２．２ 点検・整備の内容及び項目
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【定期点検整備の計画】

車検の時期から逆算して、定期点検の実施時期をあらかじめ定めておくとよい

以下の例のような「定期点検整備計画」を作成し、車番ごとに定期点検の予定と実績を管理
しておくことが推奨される。

（例）

備考３月２月１月12月11月10月９月８月７月６月５月４月
予定／
実績

車番

○４○２◎６○５予定新潟●●
あ１２３４ ６㊞６㊞実績

◎12○10○10○８予定新潟●●
い５６７８ 10㊞８㊞実績

○４○６◎２○５予定新潟●●
う９０１２ ５㊞２㊞５㊞実績

予定
…

実績

３か月ごとの定期点検：「〇」

12か月ごとの定期点検：「◎」

㊞：実施者（確認者）の印（サイン等）



P８ ２．２ 点検・整備の内容及び項目

17

【特定整備】

• 分解を伴う一部の整備行為や、自動運行装置など先進技術に関する整備行為を、特定整備という

• 特定整備を伴う点検・整備は、自動車特定整備事業の認証を取得した工場でしか実施できない

• 認証を取得していない工場で特定整備を実施すると、未認証行為として、道路運送車両法違反となる

定期点検の実施にあたり、特定整備を行わなければ点検できない箇所や、定期点検の結果特定整備
が必要になる場合がある。

自動車特定整備事業の認証を受けないで特定整備を行った場合、未認証行為に該当し、罰則の対象にな
る場合がある。

具体例としては、以下の行為が特定整備に該当する。

– 制動装置の分解整備

– エンジンの脱着

– トランスミッションやプロペラシャフトの脱着

– 自動ブレーキ等のセンサーが装着されたバンパーや窓ガラスの脱着

【道路運送車両法第78条】

自動車特定整備事業を経営しようとする者は、自動車特定整備事業の種類及び特定整備を行う事業場ごとに、地方運輸局長の認証を
受けなければならない。

【道路運送車両法第109条】

次の各号のいずれかに該当する者は、五十万円以下の罰金に処する。

十一 第七十八条第一項の規定による認証を受けないで自動車特定整備事業を経営した者
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P8 行政処分の状況等について

○旅客自動車運送事業者に対する行政処分の基準

https://wwwtb.mlit.go.jp/hokushin/hrt54/bus_taxi/disposition/deposition_a.html

○貨物自動車運送事業者に対する行政処分の基準

https://wwwtb.mlit.go.jp/hokushin/hrt54/track/disposition/deposition_b.html

【最新の処分基準等は以下のホームページよりご確認ください】

http://wwwtb.mlit.go.jp/hokushin/negative-hokusin.html

北陸信越運輸局HP 行政処分情報アドレス

・定期点検整備の未実施・・・６件 ・整備管理者の選任（変更）等の届出違反・・・３件

・無車検運行・・・４件

○ 令和６年度 整備管理に関する行政処分等の状況（抜粋）

https://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha/tenkenseibi/tenken/t2/t2-1/

【参考】 点検整備不十分・整備作業ミスに起因する事故

など・整備管理者の未選任・・・１件



P18～P34 Ⅱ 自動車事故報告について
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【自動車事故報告書の提出】

• 自動車事故報告規則に規定される事故が発生した場合、発生日から30日以内に、自
動車事故報告書を提出しなければならない

• 提出先は、所属する営業所を管轄する運輸支局

自動車事故報告規則に規定される重大事故や、車両故障による運行停止が発生した場合、
営業所において事故概要の記録保存を行い、再発防止対策を実施することに加え、国土交
通大臣への事故報告が必要である。
事故の発生日から30日以内に、管轄の運輸支局へ、自動車事故報告書を３部提出する。

– 装置の故障の場合は、報告書に加え、車両故障事故報告書添付票が必要となる。

自動車事故報告規則に規定のない、軽微な物損事故等の場合は、報告書の提出義務はな
いが、営業所において事故概要の記録保存を行い、再発防止対策を実施する必要がある。

【自動車事故報告規則第３条】

旅客自動車運送事業者、貨物自動車運送事業者、特定第二種貨物利用運送事業者及び自家用有償旅客運送者並びに道路運送車両
法第五十条に規定する整備管理者を選任しなければならない自家用自動車の使用者（以下「事業者等」という。）は、その使用する自動
車（自家用自動車（自家用有償旅客運送の用に供するものを除く。）にあっては、軽自動車、小型特殊自動車及び二輪の小型自動車を
除く。）について前条各号の事故があった場合には、当該事故があった日（前条第十号に掲げる事故にあっては事業者等が当該救護義
務違反があったことを知った日、同条第十五号に掲げる事故にあっては当該指示があった日）から三十日以内に、当該事故ごとに自動
車事故報告書（別記様式による。以下「報告書」という。）三通を当該自動車の使用の本拠の位置を管轄する運輸監理部長又は運輸支
局長（以下「運輸監理部長又は運輸支局長」という。）を経由して、国土交通大臣に提出しなければならない。

P18～P34 Ⅱ 自動車事故報告について

【自動車事故報告書の提出が必要となる事故】

• 事故報告書を提出しなければならない事故は、自動車事故報告規則第２条に規定され
ている

• 死者が発生したり、酒気帯び運転があった場合は、発生から24時間以内に、所属する営
業所を管轄する運輸支局に速報しなければならない

自動車事故報告書を提出しなければならない事故のうち、整備管理者が関係するものとして、次の例
が挙げられる。

– 火災が発生した場合

– 自動車の装置の故障により、運行できなくなった場合

– 車輪の脱落や、トレーラの分離が発生した場合

車両故障が起こった際、交通事故に至らなくても、運行を中止し再開できなかった場合や、乗務員以外
の者の修理等により運行再開した場合は、報告書の提出が必要となる。

死者が発生したり、酒気帯び運転があった場合など、特に重大な事故については、発生から24時間以
内に、管轄の運輸支局等に速報しなければならない。

【自動車事故報告規則第２条】 ※車両故障に関係する事故のみ抜粋

この省令で「事故」とは、次の各号のいずれかに該当する自動車の事故をいう。

十一 自動車の装置（道路運送車両法（昭和二十六年法律第百八十五号）第四十一条第一項各号に掲げる装置をいう。）の故障（以下
単に「故障」という。）により、自動車が運行できなくなったもの

十二 車輪の脱落、被牽けん引自動車の分離を生じたもの（故障によるものに限る。） 20



P18～P34 Ⅱ 自動車事故報告について

21

P35～44 Ⅲ 車両故障事故について (車両故障事故の発生状況について)

22

令和６年 業態別の車両故障件数（北陸信越運輸局管内）

計トラックハイ・タクバス車両故障箇所

14617原動機（速度抑制装置を除く）

177010動力伝達装置

6303燃料装置

5302電気装置

1001タイヤ

151500車輪（タイヤを除く）

3003制動装置

1100緩衝装置

5104内圧容器及びその附属装置

1001ばい煙等の発散防止装置

4004その他

7236135合計

令和６年 業態ごとの車両故障箇所別発生状況 （北陸信越運輸局管内）

故障箇所の「車輪（タイ
ヤを除く）」は全て車輪脱
落事故となっている。

全件トラックで発生してお
り、令和６年では１５件発
生している。



P45～51 自動車検査証の電子化について

23

・令和5年1月4日より自動車検査証が電子化。
・従来の紙の車検証（Ａ４サイズ）から、はがきサイ

ズ（Ａ６サイズ）に変更。
・それに伴い、紙面に記載される情報と、ＩＣタグに

格納される情報に分かれる。
・ＩＣタグの情報については、「車検証閲覧アプリ」で

閲覧可能。紙の自動車検査証と違い、「有効期
間」が紙面上に記載されないので注意。

＜電子車検証特設サイト＞
ＵＲＬ：https://www.denshishakensho-portal.mlit.go.jp/

電子車検証

（旧）車検証

券面記載事項

自動車登録番号／車両番号 燃料の種類

車台番号 総排気量又は定格出力

交付年月日 自家用・事業用の別

使用者の使命又は名称 用途

車名・型式 乗車定員／最大積載量

型式 車両重量／車両総重量

自動車の種別 軸重（前前・前後・後前・後後）

長さ／幅／高さ 初度登録年月／初度検査年月

車体の形状

原動機の型式

車両識別符号（車両ＩＤ）
※車両ごとに不変の番号として電子化に伴い付与

自動車検査証の有効期間 使用者の住所

所有者の氏名・住所 使用の本拠の位置

帳票タイプ

券面非表示事項（ＩＣタグのみ）

閲覧アプリ概要

動作環境

PC：Windows 10　バージョン21H1（64bit版）,　21H2（64bit版）
　　 Windows 11　バージョン21H2
     ＋ICカードリーダ

スマートフォン：iOS 15,16、Android 10,11,12,13（NFC対応）
※iPadはNFC機能を搭載していないため動作対象外

主な機能
・車検証情報の閲覧
・車検証情報ファイルの出力・保存（※オンライン環境でのみ可能）
・リコール情報等の確認（※オンライン環境でのみ可能）

入手先 電子車検証特設サイト

Ｐ５２ ２．事業用自動車の「車検切れ」運行の防止について

無車検での運行は、安全・環境上の問題のみならず、事故の被害者への適切な
保障がなされないおそれがあります！！

・新規登録時、車検時は確実に有効期限を
確認した上で、点検整備計画をすること

・日常点検、点呼等の機会に有効期限を
確認するなど、日常業務においても注意
すること

定期点検整備計画・実績表（R２）

･･･10・・・２１月
車番

31（満了日）計画新潟○○

あ1234
実施

24

アプリで
確認



Ｐ５３～５４ ３．車検が受けやすくなります ～車検が２か月前から受検可能～

25

P55～P63 ４．「バス火災事故防止のための点検整備のポイント」について

26



Ｐ64～P65 ５．トレーラのブレーキ引き摺りによる火災にご注意！

27

Ｐ64～P65 ５．トレーラのブレーキ引き摺りによる火災にご注意！

～ドライバーと整備担当者のための啓発ビデオを公開しました～

28



P66～P97 ６．大型車の車輪脱落事故防止について

29

P66～P97 ６．大型車の車輪脱落事故防止について

30出典：自動車事故報告規則に基づく報告及び自動車メーカーからの報告



31

P66～P97 ６．大型車の車輪脱落事故防止について

出典：自動車事故報告規則に基づく報告及び自動車メーカーからの報告

32

P66～P97 ６．大型車の車輪脱落事故防止について



P66～P97 ６．大型車の車輪脱落事故防止について

33

事故防止のために徹底すべきポイント

・運行前点検や適切なタイヤ脱着作業など、点検・整備の確実な実施
・トルクレンチによる規定トルクでのホイールナットの締め付け、増し締めの実施
・ホイールナットの清掃、交換
・運行前点検の確実な実施

P66～P97 ６．大型車の車輪脱落事故防止について

34



大型車の適切なタイヤ脱着・保守管理作業解説動画を公開！

35

○車両の立ち往生の状況（平成３０年２月・令和２年１２月）

○チェーン規制区間（時期：大雪特別警報や大雪に対する緊急発表が行われるような異例の降雪時に規制）

■直轄国道 ■高速道路

延長(㎞)区間箇所名路線番号都道府県

15.2
西川町月山沢～
鶴岡市田麦俣

月山道路112山形県

8.2
山梨県山中湖平野～
静岡県小山町須走字
御登口

山中湖・須
走

138山梨県・静岡県

15.3
村上市大須戸～
村上市大鳥

大須戸～
上大島

7新潟県

3.2
あわら市熊坂～
あわら市笹岡

石川県境～
坂井市

8福井県

2.5
広島県三次市布野町
横谷～島根県飯南町
上赤名

赤名峠54広島県・島根県

7.0
西予市字和町～
大洲市北只

鳥坂峠56愛媛県

延長(㎞)区間箇所名路線番号都道府県

24.5信濃町IC～新井PA(上り線)上信越道E18新潟県・長野県

8.7須玉IC～長坂IC中央道E20山梨県

9.6飯田山本IC～園原IC中央道E19長野県

17.8丸岡IC～加賀IC北陸道E8石川県・福井県

44.7木之本IC～今庄IC北陸道E8福井県・滋賀県

33.3湯原IC～江府IC米子道E73岡山県・鳥取県

26.6大朝IC～旭IC浜田道E74広島県・島根県

36

Ｐ98～Ｐ111 ７．大雪時の大型車立ち往生防止対策について



Ｐ98～Ｐ111 ７．大雪時の大型車立ち往生防止対策について

37

道路で大型車が立ち往生すると、深刻な交通渋滞や通行止めを引き起こします。
積雪・凍結道路においては、必ず適切な冬用タイヤの装着や滑り止め措置を講じ
てください。

交通渋滞等を引き起こした運送事業者等には監査を行い、講じた措置が不十分と
判断されれば処分の対象となります。

①低速ギアでゆっくり発進し、タイヤを空転させない。

②急坂道では登り終わるまで低速ギアを使用し、ギヤチェンジしない。

③急発進、急加速、急旋回及び急停止は避ける。柔らかくブレーキ。

④カーブに入る前に減速する。速度は控えめ。十分な車間距離。

⑤冬用タイヤの性能には限界があるので、運転時は細心の注意を払う。

⑥冬用タイヤを乾燥路や湿潤路で使用する場合は走行速度に注意する。

残り溝深さが「プラットホーム」に達してい
る状態。冬用タイヤとして使用できません。運転上の注意点

38

Ｐ98～Ｐ111 ７．大雪時の大型車立ち往生防止対策について



～実験映像を公開いたしました～

39

Ｐ98～Ｐ111 ７．大雪時の大型車立ち往生防止対策について

40

大型トラック・バスには、車両の前後に「けん引フック」を備えており、「フロント・けん引フック」は、フロント・バンパの内側などカバーに覆わ
れ、通常の状態では見えない場合があります。

「フロント・けん引フック」を使う時には下図のようにカバー類を取り外して使用してください。

なお、「けん引フック」を使用してけん引する際は、「取扱説明書」の指示に従ってください。不適切な使用は思わぬ事故を招きます。

「フロント・けん引フック」の使用が終わったら、必ず、再度カバーをしっかり取り付けてください。

（標準的な例。詳細は取扱説明書を参照）

Ｐ98～Ｐ111 ７．大雪時の大型車立ち往生防止対策について



P112 ８．「貸切バス予防整備ガイドライン」を策定しました

41【ガイドライン、整備サイクル表等は下のホームページから確認してください】

P113～P114 ９．「衝突被害軽減ブレーキがあれば、安心」ではありません

42

①衝突の可能性がある場合、衝突警報が鳴ります。

②それでも運転者がブレーキを操作せず、衝突を回避することが
できないと判断される場合、衝突被害軽減ブレーキが作動します。

このため

①衝突警報が頻繁に鳴る

②衝突被害軽減ブレーキが作動した

⇒日頃から衝突リスクのある運転をしている

⇒衝突被害軽減ブレーキがなければ衝突していた

と認識し、ご自身の運転を省みることが大切です。



P113～P114 ９．「衝突被害軽減ブレーキがあれば、安心」ではありません

～衝突軽減ブレーキでも衝突を回避できない場合があることを理解していただくための
啓発ビデオを公開しました～

43

P115～P116 １０．「運転支援システム」を過信・誤解しないでください！

●車の急な割込み ●車線の白線が障害物や雪等で見えない場合 ●雨・雪・霧等の悪天候

●運転支援システム作動中における以下の行為は大変危険であり、道交法違反となります。

●自動車メーカーでは、運転支援システムを高速道・自動車専用道で使用することを推奨し
ています。一般道では思わぬ事故につながることがありますので使用しないでください。

●運転支援システムには機能の限界があり、故障してなくても、条件によっては作動しない
ことや、使用中には突然機能が停止することがあります。その結果、衝突に至った場合で
も、安全運転の責任は運転者

●運転支援システムはあくまでもアシスト機能です。運転者は運転支援システムを過信せず、
取扱説明書を読み、作動条件等を把握して適切に使用してください。

44



P115～P116 １０．「運転支援システム」を過信・誤解しないでください！

45

P117～119 １１．重量物を輸送するトレーラの基準緩和の期限が延長されます

46

トラック運送事業にあっては、ドライバー不足、現場の要員確保が深刻な問題となる中、申請者の負担
軽減を図る観点から、基準緩和自動車の重大事故の発生状況をふまえ、申請提出書面の簡素化、緩
和の期限の改正を行います。（令和４年４月１日施行）
HP: https://www.mlit.go.jp/report/press/jidosha07_hh_000404.html



P120～P151 Ⅴ 北陸信越運輸局からの参考情報

47

長時間大変お疲れ様でした

令和７年度整備管理者選任後研修

国土交通省北陸信越運輸局
長野運輸支局検査･整備･保安部門

48


